
２．支給人員は、報酬又は給与では年間平均支給人員、退職給付では年間支給人員によっています。
３．人件費の定義は基本的に「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法に
ついて（ガイドライン）」（総務大臣策定）によっております。ここでいう常勤職員とはガイドラ
イン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究等により雇用
するものを除いた職員のことであり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究等により雇用するも
の及び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことであります。
４．支給額には法定福利費（6¶241¶363千円）、退職給付引当金（12¶458千円）及び、賞与引当金
（133¶771千円）を含んでおりません。
５．「常勤」欄上段には（ ）書きにて「退職金相当額を運営費交付金で措置する必要がある役職
員」の支給額を記載しております。

K̂ 開示すべきセグメント情報
（単位：千円）

区 分 研究科・
学部等 附属病院 共同利用型

研究所等 小 計 法人共通 合 計

業務費用
業務費 66¶916¶798 36¶106¶876 22¶382¶787 125¶406¶463 6¶967¶200 132¶373¶664

教育経費 4¶465¶655 77¶184 126¶579 4¶669¶418 510¶022 5¶179¶441

研究経費 12¶983¶259 1¶128¶203 7¶583¶911 21¶695¶374 453¶429 22¶148¶804

診療経費 ` 19¶089¶362 ` 19¶089¶362 ` 19¶089¶362

教育研究支援経費 1¶142¶991 ` 1¶898¶805 3¶041¶797 17¶791 3¶059¶588

受託研究費 10¶350¶562 1¶936¶388 2¶983¶875 15¶270¶827 2¶228¶906 17¶499¶733

受託事業費 3¶301¶355 50¶182 181¶998 3¶533¶536 316¶155 3¶849¶692

人件費 34¶672¶974 13¶825¶555 9¶607¶616 58¶106¶146 3¶440¶894 61¶547¶041

一般管理費 1¶669¶762 342¶419 552¶685 2¶564¶867 1¶638¶245 4¶203¶113

財務費用 8¶563 749¶230 86¶899 844¶693 317¶738 1¶162¶431

雑損 7¶765 0 328 8¶094 10¶345 18¶440

小 計 68¶602¶890 37¶198¶527 23¶022¶700 128¶824¶118 8¶933¶531 137¶757¶649

業務収益
運営費交付金収益 24¶794¶541 4¶845¶787 14¶846¶068 44¶486¶396 4¶011¶833 48¶498¶230

学生納付金収益 13¶665¶165 ` 20¶793 13¶685¶958 ` 13¶685¶958

附属病院収益 ` 29¶656¶189 ` 29¶656¶189 ` 29¶656¶189

受託研究等収益 9¶574¶574 1¶807¶928 2¶966¶944 14¶349¶447 2¶315¶912 16¶665¶360

受託事業等収益 3¶304¶249 50¶493 182¶047 3¶536¶789 316¶547 3¶853¶337

寄附金収益 2¶796¶363 873¶875 509¶853 4¶180¶092 155¶062 4¶335¶155

財務収益 ` ` ` ` 239¶436 239¶436

その他 13¶338¶009 1¶875¶423 3¶873¶599 19¶087¶032 3¶080¶617 22¶167¶649

小 計 67¶472¶903 39¶109¶696 22¶399¶307 128¶981¶908 10¶119¶409 139¶101¶317

業務損益 � 1¶129¶986 1¶911¶169 � 623¶393 157¶789 1¶185¶878 1¶343¶667

土地 102¶520¶265 17¶900¶000 28¶786¶360 149¶206¶626 17¶371¶544 166¶578¶171

建物 84¶845¶646 19¶020¶074 19¶462¶671 123¶328¶392 17¶632¶681 140¶961¶073

L̃ 寄附金の明細

区 分 当期受入額 件 数 摘 要

（千円） （件）
研 究 科 ・ 学 部 等 5¶206¶057 3¶247 うち現物寄附 2¶521¶296千円 1¶489件

法 人 共 通 1¶612¶765 258 うち現物寄附 814¶830千円 23件

附 属 病 院 1¶124¶438 1¶178 うち現物寄附 146¶637千円 195件

共同利用型研究所等 1¶048¶303 739 うち現物寄附 576¶750千円 450件

合 計 8¶991¶564 5¶422

C̃ 受託研究の明細
（単位：千円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

研 究 科 ・ 学 部 等 655¶233 7¶980¶045 7¶949¶000 686¶278

附 属 病 院 176¶235 1¶012¶082 1¶002¶624 185¶693

構築物 5¶285¶357 1¶658¶336 1¶985¶401 8¶929¶095 1¶047¶689 9¶976¶785

その他 47¶708¶965 18¶054¶943 18¶039¶312 83¶803¶220 54¶757¶773 138¶560¶993

帰属資産 240¶360¶234 56¶633¶354 68¶273¶745 365¶267¶334 90¶809¶689 456¶077¶024
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１．セグメントは、「研究科・学部等」、「附属病院」及び「共同利用型研究所等」に区分しており、
授業料等の学生納付金収益は獲得したセグメントに計上し、各セグメントに配賦しない業務損益
及び資産は「法人共通」に計上しております。
２．業務費用のうち、「法人共通」8¶933¶531千円は、配賦しなかった費用及び配賦不能の費用であり、
その主な内容は人件費並びに本部の一般管理費であり、それぞれ3¶440¶894千円、1¶638¶245千円で
あります。
３．帰属資産のうち、「法人共通」90¶809¶689千円は、各セグメントに配賦しなかった資産であり、
その主な内容は本部の土地、本部の建物、投資有価証券、現金及び預金、有価証券であり、それ
ぞれ、17¶371¶544千円、17¶632¶681千円、8¶613¶220千円、11¶860¶345千円、24¶002¶315千円でありま
す。
４．前中期目標期間繰越積立金の取り崩しを財源とする費用発生額は、「研究科・学部等」45¶638千
円、「附属病院」238千円、「共同利用型研究所等」1¶633千円、「法人共通」4¶515千円であります。
５．附属病院セグメントについて、附属病院に関し国が予算積算した運営費交付金5¶013¶287千円の
うち、収益化額は4¶845¶787千円であり、業務達成基準適用事業における未収益化額として次年度
へ繰越す額はありません。
６．減価償却費は、「研究科・学部等」9¶769¶244千円、「附属病院」3¶636¶327千円、「共同利用型研究所
等」5¶619¶821千円、「法人共通」1¶314¶487千円であり、損益外減価償却相当額は、「研究科・学部等」
6¶113¶641千円、「附属病院」19¶694千円、「共同利用型研究所等」1¶508¶691千円、「法人共通」981¶563

千円であります。また、損益外減損損失相当額は、「研究科・学部等」58千円、「法人共通」1¶063

千円であります。
７．引当外退職給付増加見積額は、「研究科・学部等」�1¶191¶990千円、「附属病院」57¶806千円、「共
同利用型研究所等」2¶883¶810千円、「法人共通」�349¶822千円であります。
８．引当外賞与増加見積額は、「研究科・学部等」�235¶154千円、「附属病院」�13¶285千円、「共同利用
型研究所等」226¶524千円、「法人共通」�320千円であります。
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